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AGENDA

本日のアジェンダ
▸ デジタル化で変化した音楽ビジネス構造と、日本の音楽業界
の「デジタル敗戦」


▸ 官民連携で取り組みたい、課題と展望



山口 哲一 / Norikazu Yamaguchi
音楽プロデューサー / エンターテック・エバンジェリスト

StudioENTRE(株) 代表取締役 / (株)バグ・コーポレーション代表取締役
「CiP協議会」フェロー / iU超客員教授

国際基督教大(ICU)高校卒。早稲田大学 在学中から音楽のプロデュースに関わり、中退。1989年、
株式会社バグ・コーポレーションを設立。「SION」「村上"ポンタ"秀一」「佐山雅弘」「村田陽
一」「こだまさおり」など実力派アーティストのマネージメントを行う。「東京エスムジカ」「ピ
ストルバルブ」「SweetVacation」などの個性的なアーティストをプロデュースし、メジャーデ
ビューさせた。
時代の変化に鋭敏に対応、音楽ビジネスとITに関する実践的活動行い、2010年頃から著作活動を
始める。ビジネスを知悉した経験を活かしエンターテイメントとテクノロジーの関係について提言
を続けている。『新時代ミュージックビジネス最終講義』ほか著書多数。メディアアート作品のク
リエティブディレクターとして「SHOSA/所作 ～a rebirth of human body ～」で、Asia Digital Art 
Award 2017のインタラクティブ部門で優秀賞を受賞した。
　デジタル時代に対応した人材育成にも積極的に取り組んでいる。2013年からプロ作曲家育成セ
ミナー「山口ゼミ」は、卒業生によるクリエイター集団「Co-Writing Farm」が生まれ、数々の楽
曲を世に送り出している。安室奈美恵『In Two』NexToneAward2019でGold賞受賞など、共創(Co-
Write)の活用で目覚ましい成果を上げている。
　2014年からは新時代の音楽ビジネスを担う人材のために「ニューミドルマン養成講座」を行
い、現在も「ニューミドルマンコミュニティ」として活動が続いている。エンターテインメントを
による起業家支援のための「START ME UP AWARDS」を実行委員長となって立ち上げた。
　2020年8月エンターテック分野の起業家育成と新事業創出を行うStudioENTREを設立し、代表　　　
取締役に就任。mixエンタメファンドへのソーシングも行うと発表、注目を集めた。
　『音楽業界の動向とカラクリがわかる本』『世界を変える80年代生まれの起業家』等著書多数



デジタル化によって音楽ビ
ジネス生態系が構造的に変
化しました。日本の音楽業
界(だけ)が世界の流れ(DX)に
乗り遅れた結果「失われた
◯年」と揶揄される日本の
負けパターンの典型例と
なっています。


『最新音楽業界の動向とカラクリがよくわかる本』から



WHAT’S MUSIC BIZ

デジタル化による構造変化
▸ １）クラウド化⇨「所有から利用」という変化は、マスターからの「複製」を
基本とした著作権概念を根本から変えている。クラウド上で管理されるアクセ
ス権をコントロールするビジネスモデルが生まれている）


▸ ２）SNS/UGMがインフラに（情報の民主化）⇨楽曲ヒットの理由が、マスメ
ディアでの宣伝からSNS上でのユーザー発信、UGM上でのユーザー利用に移
行。


▸ ３）音楽市場のグローバル化⇨クラウド化は音楽サービスをグローバル化し、
国別のライセンス契約の意味は無くなり、グローバルサービスとの契約に収
斂。


▸ ４）レコーディングの著しい低廉化は音楽制作の民主化と権利分配のルールの
変化を呼んでいる。レコーディング費用が一曲あたり100～150万円⇨音楽家
自身が０円で可能に。「原盤権」の概念が陳腐化。



サブスクをテコに上昇気流に乗る世界の音楽市場
(日本以外の)世界のレコード業界（録音原盤市場）はストリーミングサービスを 

テコにV字回復。コロナ禍でも伸長した！



これまでのビジネスモデルは賞味期限切れ！
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個人で配信できる

グローバスサービスに

DX進む/fanicon,SKIYAKI等

海外ではエージェント型が主流に

自宅DTMで可能

DXの遅れ＋コロナ禍で打撃

DXの遅れが顕著,劣るUX

SNSとUGMが主流に

セルフマネージメントが可能



世界一のIT後進国となった日本の音楽界


▸ 6年遅れるストリーミングサービス普及の遅れ（消極的
で不十分な原盤許諾とデータベースの未整備）


▸ デジタルマーケティングの遅れ（国内CD市場に最適化
したマスメディア主導の従来型手法への固執）


▸ グローバル市場進出の大幅な遅れ（K-popと対照的）

３つの致命的な遅れの原因は既存レコード業界の保身

＜デジタル化とグローバル化はコインの裏表＞ 

国内でのDXの遅れが 
グローバル市場での不振の理由



WORLD MUSIC INDUSTRY 

V字回復し明るい未来を描く世界の音楽産業
▸ ファイル交換（違法）⇒アラカルトDL（iTUNES）⇒ストリーミング＆サブスク
リプション（Spotify）という大きな流れ


▸ イノベーションのジレンマに陥り、Spotifyに市場を奪われたAppleもBEATS買収
(2014年)でストリーミングに転換して再伸長。


▸ レコード業界は強気の未来予測「テクノロジーが音楽（原盤）売上を押し上げ
る！」ミュージックテックのスタートアップも積極的に支援。


▸ スマートスピーカーも主な用途は音楽聴取、自動運転もウェアラブル端末も、
AR/VRも、５G普及も全て増収要因と見ている。


▸ ライブエンターメントの価値も上がり、音楽市場は伸長の予測

日本だけが乗り遅れている音楽ビジネスのDX



個へのパワーシフトいう大きな流れ
▸ 原盤制作：プロ用スタジオとプロエンジニア➡自宅でDAW


▸ 宣伝：マスメディア➡SNS/UGM(TikTokとTwitter)でのユーザー投稿が主流


▸ 販売：CD店に大量に並べる➡Spotify等のDSPでの再生。プレイリストも肝に。


▸ 流通：レコード会社とCD店の強い結びつき➡ディストリビューターを使えば誰でも
世界配信が即可能に。


▸ ターゲット：ぼんやりと日本全体で「お茶の間でヒット」➡世界中がターゲット。グ
ローバルニッチ市場などの属性別戦略も可能（本来はサブカル力のある日本に有利）


▸ コーライティングの普及：音楽創作/制作がレコード会社ディレクター主導から、ク
リエイター側のイニシアティブに。

◎大きな資金も会社もマストに必要でない時代。レコード会社
や音楽出版社の意義は？事務所が付けられる付加価値は？既存
会社は自らの再定義が必要になっている



世界でDIYアーティストの売上比率が上昇中

▸ 世界市場で、3大メジャー比率が下がり、新興レーベルやDIY
アーティストの比率が上がっている

DIY系比率が19%→22%に



日本でもDIYアーティスト比率が急増

▸ デジタル市場比率で、レコード協会加盟全社で1050億円、
TunecoreJ社取扱額は126億円、レーベルとして３位(協会分
の12%)。成長率も凌ぐ。

※DIYアーティストが主に使うディストリビューター。
TuneCoreJapan(日本のスタートアップがアメリカと合弁
で設立)が日本のインディー市場を広めた。



【変化】音源からの分配比率

▸ ストリーミングによって
ユーザー支払額から音楽家
側が受け取る比率は2.5

倍～5倍に増加。


▸ 日本では業界のミスリード
や音楽家の不勉強で「サブ
スクは音楽家の支払額が少
ない」という誤解も。


▸ 民主化によるロングテール
化で、少額受領の音楽家が
増えたという別の変化も。

12→15%に



【海外参考事例】サブスク売上の適切な分配率は？

英国国会での適切な分配割合論議
▸ 英国では国会主導で調
査が行われ、現状の一
般的な割合が適切かど
うかの議論が開始。


▸ デジタルサービスにお
けるレコード会社の貢
献度と受領金額がみ
あっているのか疑問が
呈されている

日本でも同様の実態調査、適切な分配率に関する議論（ガイドライン作成）を官民連携で行う必要性あり



【変化】新譜旧譜比率に伴うビジネスモデルの変化

新譜旧譜比率が逆転、旧作品が中心の市場に
▸ サブスクサービスに消費行動が変わったことに伴
い、米国では旧譜(18ヶ月以上前発表)比率が75%

になり、2030年には90%になるという予測も。


▸ CD時代の新譜が売上の９割だった時代とは、レ
コード会社のビジネスモデルが大きく変化する。


▸ 旧譜活用が十分に行われる環境作り。デジタル契
約が不十分な契約見直しの促進、作品リリース先
行の動きが望まれる


▸ 旧譜が充実した日本に有利。「日本ブランド」確
立のための多様で豊穣な作品群を伝える多言語で
重層的なキュレーションが重要。



【変化】著作権債権化と異分野からの資金導入

▸ 収益予測が可能になり、
上振れ期待がある音楽著
作権/原盤権は、業界外か
らも魅力的な投資商品に


▸ 異業種からの投資による
音楽市場の活性化への期
待。


▸ 日本でも、円滑な「著作
権のファンド化」ルール
整備が急務

著作権投資市場の出現



CONCLUSION

これからの音楽ビジネス
▸「デジタルとグローバル」が重要（他はおまけ）


▸「個へのパワーシフト」が加速


▸ヒット曲はユーザーが決める≒アルゴリズムが推奨する時代


▸しばらくは「Web3.0」到来までの過渡期？（ブロックチェー
ン社会実装の最初の実験場は音楽著作権かもしれない!?）

結論：従来の方法論、業界ルール、人材が対応
できずに「選手交替」が不可避



障壁と展望
官民連携で取り組みたい



音楽ビジネス活性化の意義

産業界とって、「音楽」に取り組む意義
▸ ＜前提＞これからの主要産業としての広義の文化資産、コンテンツビジ
ネスの重要度が著しく上がっている


▸ ＜その中での＞音楽ビジネスから改革を始める意義は？


▸ １）鍵となる「個人へのパワーシフト」が既に起きている


▸ ２）音楽はアニメ、ゲーム等あらゆるジャンルで使われるので、異業種
クリエイター含めた波及効果が大きい


▸ ３）Web3の実験場の役割は音楽シーン発になり、ここでルールやトン
マナが決まっていく。


▸ ４）音楽の存在感は、売上市場規模以上にユーザーからのマインドシェ
アが高い



官民連携施策

指標データ作成と数値目標設定の必要性
▸ 国内市場だけを対象に競い合っていた音楽業界が、海外市場を開拓するには、大同団結して、「日本ブ
ランド」でのキュレーションを行い、海外市場での日本楽曲のシェア向上を通じて、「デジタルとグロー
バルで稼ぐ」体質、ビジネス発想の転換が必須。


▸ 日本国内音楽市場をデジタル市場も世界２位にして、世界における日本のプレゼンス維持する。サブス
クサービスの月額金額の日本だけ安価。（eAlbum価格＝月額という基準だと1800円程度が世界相場で
あり、現状の980円は極端に安く、円安で拍車が）国内市場デジタル化の推進も重要。


▸ 現状では不正確な情報になっている「新譜旧譜比率」「国内海外比率」「国別の日本音楽シェア」等の
デジタルサービス売上データと、インバウンドエンタメ収益データ等の継続的な作成と公開を官民連携
で実施したい。


▸ デジタル市場に適合したステークホルダーの分配率（ないし英国国会参考）などの現状把握の調査も必
要


▸ その上で、主要国ごとに日本の音楽のシェア目標を５～20％で設定、官民連携でシェア目標からの逆算
で具体施策を実施したい。(2030年に世界の音楽原盤権出版権の10%＝約4000億円などの目標設定も重
要)



官民連携施策

除去すべき障害や取り組むべき課題の例
▸ 「複製権」（物理的な商品）を前提とした「専属実演家契約」がアーティストの活
動を阻害。デジタル化で「実演」の範疇が広くなる一方、レコード会社が専属性を
持つ必然性は下がっている現状でも、慣習的に（専属契約が歌唱印税１％等CD基
準をデジタルにも援用された）旧式契約書テンプレートが残存している。


▸ デジタル以前の曖昧で複雑な契約関係が旧譜活用の障害に。再契約サポートシステ
ム等で、作品のデジタル市場への参加を優先させることが国益。


▸ 音楽出版権の世界標準から外れた業界慣習の国際化対応（後述）


▸ 放送優先、デジタル制御、海外後回しの許諾方針が、作品のデジタルサービス展開
への遅延を呼んだ（地上波TV局やレコード会社の消極的な姿勢）


▸ 国内市場を前提としたコンサート事業のインバウンド対応（コンビニ紙チケットの
廃止）


▸ 円滑な「著作権のファンド化」推進のためのルール整備



音楽出版権にまつわる日本人クリエイターの不利益構造事例

日本人作曲家の現状
▸ 日本の出版権は、アーティスト側(事務所/ 

レーベル)がコントロールするのに対し、 

世界標準ルールでは作家が出版権のイニシア 

ティブを持ち、作家に前払契約をした音楽 
出版社や、作家自身の出版社が権利を持つ


▸ 結果として、外国人作曲家への「逆差別」が生 

じている。海外楽曲も増え、作曲家の活動範囲も 
グローバル化していく中で、両者の業界慣習をどうバランス取るのか？


▸ 出版社業界の作曲家育成は十分なのか？作家事務所の過剰な取り分(30～50%が相場)で作曲家受領額がます
ます少なくなっている。クリエイターもグローバル化が進み、看過できない状況に。


▸ 放送局が子会社経由で代表出版権を持つ日本の慣習も、アメリカでは独禁法違反と見做される


▸ 欧米では権利を持たずに20~30%で徴収分配を受け持つ「アドミニストレーション型」出版社（Kobalt /

DownTownMusic等）が台頭、日本は周回遅れの状況が進む。TuneCoreJapanが手数料15%での著作権分
配を開始して注目される。

デジタルとグローバルの時代に合致した音楽出版権の業界慣習のUPDATEが不可避



日本の音楽の可能性⇄と課題
▸ 高いレベルのアマチュア/セミプロクリエイターが存在し、世界一
の二次創作/n次創作文化を持っている。⇄著作隣接権のスムーズ
な権利許諾の仕組みやマネタイズのPFの不足


▸ 豊穣な旧譜カタログがあり、日本のサブカルチャーと共に世界的
に評価され、強いファンも存在する（シティポップ、アニソン、
アイドルカルチャー等々）⇄権利不明者やデジタル以前の契約諸
条件、メタデータの未整備、Jカルチャーとしての継続的なキュ
レーションメディア/コンテンツ


▸ 地上波TV局が所有する音楽番組⇄海外(デジタル)許諾およびキュ
レーションの不徹底

官民連携施策



具体施策の考え方（日本版KOCCAの役割は何か？）
▸柱１：国内市場のデジタル化促進とグローバル市場での日本作品活性化を連動させて実施。
（デジタルサービスはグローバル展開が基本）


▸柱２：海外向けの「キュレーション」強化。日本の強みである多様性と歴史を重層的に伝え
て、日本ブランドを上げて、日本ファンを継続的にブーストする


▸柱３：日本発のエンターテック/ミュージックテック・スタートアップの支援（外国人起業家
との連携施策含む）


▸柱４：NFT、ブロックチェーン、メタバースなど新技術とコンテンツの掛け合わせを積極的
に挑戦できる環境作り


▸柱５：Web3時代に日本のコンテンツ活用＝n次創作およびクリエイターエコノミーを活性化
する環境整備


▸柱６：円滑な著作権の債権化等、異業種からの投資や、ユーザーの小口投資が可能な金融
ルールの緩和および整備。


▸柱７：デジタル時代の人材育成：既存会社のリスキリング、既存教育機関に頼らない業界主
導の産学連携的な仕組みが必須。業界全体で現役ビジネスパーソンが人材育成に携わる場つ
くり。舞台技術スタッフが足らないビジネスプロデューサーもデジタルマーケターも。


▸柱８：AI学習データ活用/管理ルールの積極的な整備、クリエイターファーストのルール設定




具体施策事例案（仮）
▸ AIクリエイティブ支援ルール作り：クリエイティブ領域でのAI活用について、世界の潮流に先んじる形で、AI

活用の健全性を前提として学習データの提供を担保する。同時に、日本楽曲の音源/映像について、メタデータを付与し
て、総合的なアーカイブを整備、国内テック企業（スタートアップ含む）にR&Dとして自由に使用させる。


▸旧譜カタログの自動許諾制度→クレーム基金とセットで原則許諾の制度を確立。同時にメタデータ整備支援し、
カタログで長期的に稼ぐ体質に。学習データが利用された著作者にも利益が還元されかつオプトアウト型での意思表示
も可能な仕組みを提供する


▸エンターテック・スタートアップ支援→1.日本の課題を抽出し、起業家と業界団体を連携させる 

2.日本をリスペクトする外国人起業家と日本人起業家のスタートアップ連携支援


▸音楽家グローバル活動支援策→1.日本文化に興味を持つ外国人音楽家と日本人ソングライターの共同制作（コー

ライティング）の促進と、キュレーション施策との連動。過去作品外国人によるカバーの促進 

2.n次創作をスムーズにするブロックチェーン活用の原盤権管理の仕組み提供


▸J-pop Museum 日本の音楽の豊穣さと多様性を伝えるインバウンドの目玉に、デジタルアーカイブも充実さ
せ、世界回遊ツアーも。アニソンやビジュアル系などの日本発ジャンルの魅力を歴史を踏まえて伝える。インバウンド
向けのコンサートチケットセンター付設。日本音楽のキュレーション力を高め、文化価値向上のブランドだけではなく
経済効果のあるミュージアムにする。

官民連携施策事例案
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APPENDIX

韓国ブームというチャンスと日本の戦略
▸ ブロードバンド普及によって、国内レコード
産業が世界で最初に壊れた韓国は、日本のク
リエイティブやファンコミュニケーション等
のプロデュース方法を学ぶとともに日本市場
を開拓。その経験をテコに世界で成功して
いったというK-popは韓日合作という歴史的
事実。


▸ アメリカでの韓国作品ブーム、世界でのアジ
アへの注目は日本にとては大きな追い風であ
る。


▸ 「選択と集中」型の韓国に対して、「多様性
と歴史」が武器である日本の勝ちパターンを
戦略的に考える必要がある。



日本のミュージックテック・スタートアップ/起業家紹介

nana：誰でもスマホで共作できる音楽コラボ
サービス

Audiostock：クリエイターエコノミーの先駆者 

動画BGM販売PF

Peatix：グローバルユーザーに対応可能な 
電子チケットサービス

TuneCoreJapan：日本のインディーズ市場を切り開いた 
デジタルディストリビューター



日本のミュージックテック・スタートアップ/起業家紹介
dot-mura：NFT音楽マーケット。ブロックチェーン 
技術でファンエンゲージメントに取り組む

Blockfm：ダンスM特化のネットラジオ局 
トップアーティストによる起業




